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株式会社すららネット（本社：東京都千代田区 代表取締役社長：湯野川孝彦）は、EdTech導入補助金活

用校を対象に、AI×アダプティブ教材「すららドリル」の事例共有会を実施し、一人一台端末未整備校や

コロナ休校時における家庭学習の工夫など、EdTech導入実証事業における活用校の事例を共有しました。 

すららネットは、「教育に変革を、子どもたちに生きる力を。」を企業理念とし、AI×アダプティブ 教材

「すらら」を、国内では 約 2,100 校の塾、学校等に提供しています。全国の有名私立中高、大手塾での

活用が広がる一方で、発達障がいや学習障がい、不登校、経済的困窮世帯を含む生徒に学習の機会を提供

するなど日本の教育課題の解決を図ることで成長を続け代表的な EdTech スタートアップ企業として

2017年に東証マザーズに上場しました。 

 

AI×アダプティブラーニング教材「すらら」は小学校から高校までの国語、算数／数学、英語、理科、社

会 5教科の学習を、先生役のアニメーションキャラクターと一緒に、一人一人の理解度に合わせて進める

ことができるアダプティブな e-ラーニング教材です。レクチャー機能、ドリル機能、テスト機能により、

一人一人の習熟度に応じて理解→定着→活用のサイクルを繰り返し、学習内容の定着をワンストップで実

現できます。初めて学習する分野でも一人で学習を進めることができる特長を生かし、小・中・高校、学

習塾をはじめ、放課後等デイサービス等においても活用が広がっています。すららドリルは、アダプティ

「すららドリル」 EdTech導入実証事業の事例共有会を開催 
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ブなドリルと自動作問・採点機能を有するテストにより、学びの個別最適化を実現する「すらら」の姉妹

版という位置づけで、主に公立小中学校で活用されることを想定し提供を開始しています。 

 

2020年 8月に経済産業省の令和元年度補正 先端的教育ソフトウェア導入実証事業（以下、EdTech導入

実証事業）の補助金交付が決定し、672校、約25万人の生徒が「すらら」または「すららドリル」での学

習を開始しています。 

 

新型コロナウイルス感染拡大に伴う休校を経て、GIGA スクール構想*による全国小中学校への一人一台

端末整備の計画が加速し、2020年度内には配布が完了する見込みです。一方、学校現場においては、急な

休校に伴う学習継続手段確保やオンライン授業の準備、また、再度登校が始まってからの感染防止対策や

行事の見直しなど、これまでにも増して対応すべき課題が山積し、教員の負担が増大しています。「すらら

ドリル」の導入により、児童生徒の学習の効率化とともに、教員の働き方改革が期待されています。この

たびの事例共有会は、「すららドリル」活用が始まった学校間で事例を共有することにより、全国の教育委

員会や学校間でさまざまな体験を共有し、ともに効果を高めあい、学校間の横のつながりを強化すること

を目的として開催しました。 

 

オンラインで開催した事例共有会には 80名以上が参加し、全国の 4校から現状や課題、これからの展望

について紹介がありました。 

 

茨城県つくばみらい市立小張小学校 田上 和久校長は「市内の学校と連携した進め方」と題し、導入に至

るまでの教育委員会や市内他校との連携や、一人一台環境の整備が完了していない中で時間割を工夫して

取り組んだ様子を発表しました。使い方を先に学んだ上級生が下級生に操作方法を教えるといった学びあ

いの工夫についても紹介しました。 

 

大分県玖珠町立くす星翔中学校 ICT 支援員 江藤舞氏は「ICT 支援員より事前研修での気づきの共有」

と題し、教員が「すらら」をよく知り、生徒の取り組みを促す軌跡について発表しました。生徒の活用を

促すには、教員が特性をよく知ることが重要であること、まずは恐れずやってみるという姿勢で臨むこと

といったポイントについても紹介しました。 

 

神奈川県鎌倉市立小坂小学校 波多野 芳宏先生は「1人1台端末の管理と活用の工夫」と題し、導入当初

からメディアリテラシーのルールを共有し、端末利用に慣れるに従い開放時間を増やしたことによりトラ

ブルなく利用できるようになった経緯について発表しました。その結果、朝時間などの一斉利用にとどま

らず、休み時間や隙間時間に自分に合った学習に取り組めている様子も紹介しました。 

 

滋賀県守山市立守山北中学校は「中学3年生の受験に向けた使い方」と題し、「すららドリル」のテスト機

能を利用し、生徒一人ひとりに個別最適化された学習を実現した点について発表しました（すららネット

スタッフによる事例紹介）。一方で、現状の授業前5分学習のみでは学習時間が不足しており、今後は学校

のカリキュラムに合わせ生徒の学習意欲向上に向けた取り組みが求められるといった課題についても紹介

しました。 
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まとめとして、経済産業省 商務・サービスグループ サービス政策課長（兼）教育産業室長浅野大介氏よ

り、「OECD Education 2030**」で謳われている1．新しい価値の創造 2．ジレンマの克服 3．責任あ

る行動 を実現するための、教育の再デザインの第一歩として一人一台端末とインターネット環境が必須

である、というGIGAスクール構想の着想と実現に向けた経緯について紹介がありました。また「すらら

ドリル」が「自律調整型の学びへの変換」のきっかけとなる点を指摘し、「すららドリル」での学習をきっ

かけに自ら学ぶ子どもたちと、子どもたちをサポートする先生たちに激励の言葉を贈りました。 

 

受講した教員からは、今後の活用について「自習の時間や家庭での課題に活用するのが有効的だと感じま

した。また、自分の苦手な課題を繰り返し学習できることや、前の学年の復習を行えると、学習が積み重

なっていくので使っていきたいと思います。」といったコメントや、「一人一台端末が3月に可能になるよ

うなので、すぐに使えるように環境を整えていきたいと考えます。また、OECD Education 2030もしっ

かり解釈し，子供たちに返していきたいと考えます。」といった今後への意気込みが寄せられました。 

 

すららネットは今後も、新しい学習体験を届ける事業活動を通じ、学習者に「大人になっても役に立つ真

の学力」と「努力をすれば結果が出るという自信」を提供していきます。 

 

*GIGAスクール構想 

文部科学省が主導する、1人1台端末とクラウド活用、それらに必要な高速通信ネットワーク環境の実現を目指す5年間の計画 

https://www.mext.go.jp/a_menu/other/index_00001.htm 

 

**OECD Education 2030 

OECD（経済協力開発機構）が推進する、新時代の教育のための事業計画 

https://www.oecd.org/education/2030-project/about/documents/OECD-Education-2030-Position-Paper_Japanese.pdf 

 


